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はじめに

　近年、我が国では医薬分業の推進により薬局薬剤

師が増加の一途をたどっているが、病院薬剤師は不

足状態が続いている。特に地方では深刻な問題で、

何らかの対策が必要と考える。

　厚生労働省は2023年３月29日開催の「第13回薬剤師

の養成及び資質向上等に関する検討会」で都道府県

ごとの薬剤師の偏在指標を公表した１）。福井県や青森

県、富山県などで、特に薬剤師が不足しているのに

加え、業態別の偏在が大きく、病院薬剤師が充足し

ている都道府県は１つもなかった。病院薬剤師確保

が喫緊の課題であることが改めて数字で示された。

　このような状況を踏まえて、本稿では、薬剤師の

地域別、勤務先別偏在の実態と原因を分析し今後の

対策につき検討した。

薬剤師の偏在
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　近年、医薬分業の推進により、薬局薬剤師の数は

大きく増加したが、病院薬剤師は不足している。地

域や業態による偏在も深刻で、特に地方では病院薬

剤師の確保が急務である。厚生労働省も薬剤師偏在

指標を導入し、薬剤師偏在指標の算定結果に基づき、

二次医療圏単位で薬剤師確保対策を実施することと

している。

　「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会」

では、全国の病院・薬局対象のアンケート調査を基

に薬剤師の偏在への対応策として具体的な提言をし

ている。

　一方で、将来的には薬剤師過剰が予測され、薬学

部の入学定員の抑制も検討されている。

指標の ポイント

薬剤師の地域偏在

１．都道府県別人口10万対薬剤師数

　都道府県別にみた薬局・医療施設に従事する人口

10万対薬剤師数を図１に示した２）。徳島県が238.6

人と最も多く、次いで東京都234.9人、兵庫県233.9

人となっており、沖縄県が148.3人と最も少なく、

次いで、福井県157.0人、青森県161.2人となってい

る。全国平均198.6人を上回るのは東京、神奈川、

大阪ら11都府県で、大都市部と西日本に多いことが

わかる。

２．薬剤師偏在指標

　これまで、地域ごとの薬剤師数の比較には人口10

万人対薬剤師数が一般的に用いられてきたが、医療

需要、薬剤師の業務の種別（病院、薬局）、薬剤師

の性別、年齢、勤務形態などが考慮されていないた

め、地域住民の薬剤師業務に係る医療需要に対する

図１　都道府県（従業地）別にみた薬局・医療施設に従事する人口10万対薬剤師数

令和２（2020）年12月31 日現在

出典：令和２（2020）年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況２）
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薬剤師数の多寡を統一的・客観的に把握するための

指標として必ずしも十分とは言えなかった。そこで、

医療需要に基づき、地域ごと、薬剤師の業種ごとの

薬剤師数の多寡を統一的・客観的に把握できる指標

として医師偏在指標に倣って薬剤師偏在指標が導入

された１）。計算式を下記に示した。なお、薬剤師偏

在指標の計算式の詳細については、第13回薬剤師の

養成及び資質向上等に関する検討会資料「薬剤師偏

在指標の算定について」を参照してください。

　地域別薬剤師偏在指標では、1.0以上は東京、神

奈川をはじめ９都府県である。病院薬剤師偏在指標

では、1.0を超える都道府県は一つもなく、病院薬

剤師の不足が地方だけではなく都市部でも課題であ

ることが明らかになった。ちなみに北海道は地域別

薬剤師偏在指標では0.96で中間区域にあたるが、病

院薬剤師偏在指標は0.86，薬局薬剤師偏在指標は

1.01と、病院薬剤師は少数区域である。

　厚生労働省は2023年６月９日付で、薬剤師確保計

23535351.0 31003155.8

表１　現時点における薬剤師偏在指標

第13回薬剤師の養成及び資質向上に関する検討会「薬剤師偏在指標の算定について」１）
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画ガイドラインを公表した。ガイドラインでは、薬

剤師偏在指標の算定結果に基づき、二次医療圏単位

で薬剤師少数区域・薬剤師多数区域を設定。これら

区域の分類に応じて、薬剤師確保対策を実施するこ

ととしている。

薬剤師の業態別偏在

１．施設の種別にみた薬剤師数の推移

　我が国の薬剤師数は、厚生労働省の三師統計によ

ると２）、令和２年12月31日現在における全国の届け

出薬剤師数は321,982人で、男性124,242人（38.6％）、

女性197,740人（61.4％）である。前回の平成30年

の届出薬剤師数と比べると、10,693人、3.4％増加

している。主に従事している施設・業務の種別をみ

ると、「薬局の従事者」は188,982人（総数の58.7％）

で前回に比べ8,567人、4.7％増加、「医療施設の従

事者」は61,603人（同19.1％）で1,647人、2.7％増

加している。そのうち、「病院の従事者」は55,948

令和２年 対前回(平成30年）

薬剤師数

（人）

構成割合

（％）

増減数

（人）

増減率

（％）

総　　　数

　　男

　　女

321,982 100 10,693 3.4

124,242 38.6 3,697 3.1

197,740 61.4 6,996 3.7

薬局従事者

医療施設従事者

　　病院従事者

　　診療所従事者

188,982 58.7 8,567 4.7

61,603 19.1 1,647 2.7

55,948 17.4 1,798 3.3

5,655 1.8 △151 △2.6

介護保健施設の従事者 988 0.3 156 18.8

大学の従事者 5,111 1.6 △152 △2.9

医薬品関係企業の従事者 39,044 12.1 △2,259 △5.5

衛生行政関係または保健衛生施設

の従事者

6,776 2.1 115 1.7

その他 19,462 6.0 2,606 15.5

令和２（2020）年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況を基に作成

表２　施設の種別にみた薬剤師数

人（同17.4％）、「診療所の従事者」は5,655人（同

1.8％）となっている。「大学の従事者」は5,111人で、

前回に比べ152人減少し、「医薬品関係企業の従事者」

は39,044人で2,259人減少し、「衛生行政機関または

保健衛生施設の従事者」は6,776人で115人増加して

いる（表２）。

２．薬局と医療施設薬剤師数の推移

　現在の医療では診療科が細かく分かれており、一

人の患者が複数の病院に通うことも珍しくない。そ

うした際の薬の飲み合わせについては、薬剤師が得

意としているため、医薬分業を行うことでそれぞれ

が専門性を発揮して、薬物治療をより良いものにし

ていくことが目的とされている。

　しかし、日本ではいわゆる「薬漬け医療」と言わ

れるような状況がかつてはあり、厚生省（現：厚生

労働省）はそのような状況を打開するために薬価改

定を行い、薬価差益を抑え院外処方箋を発行する方

が医療機関は経済的に有利になるよう診療報酬を設

定し、利益誘導による医薬分業を図った。その結果、

1994年（平成６年）頃より調剤薬局が増加し薬局勤

務の薬剤師が急激に増加した。

薬剤師の需給動向の予測

　薬剤師の需給調査によると３）、薬剤師の総数とし

ては、今後数年間は需要と供給が均衡している状況

が続くことになるが、長期的に見ると、供給が需要

を上回ることが見込まれている。しかし、この推計

は薬局や医療機関における薬剤師の業務の実態が現

在と変わらない前提で推計したものであり、今後、

薬剤師に求められる業務の変化や調剤業務等の効率

化により、薬剤師の必要性は変わりうることに留意

する必要があると結論付けている。

出典：令和２（2020）年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況２）

図２　薬局と医療施設薬剤師数の推移
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大学薬学部（学科）の入学定員の推移

　薬剤師の数は大学薬学部（薬学科）の定員により

規定されるので、薬学部の定員の推移を図４に示し

た４）。薬学部の定員は、医学部とは異なり、これま

で制限はなく、学校教育法と大学設置基準に合致

すれば認可されてきた。1983年度（昭和58年）か

ら2002年度（平成14年）までは46学部（入学定員

7,725 ～ 8,200人）と変動がなかったが、2006年度（平

成18年）から薬学部６年制が導入されたこともあり、

図３　薬剤師の需給動向の予測

出典：平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「薬剤師の需給動向の予測および薬剤師の専門性確保に必要な研修内容等に関する研究」３）

図４　薬学部（学科）数および入学定員の推移

出典：第７回薬学部教育の質保証専門小委員会（令和４年７月22日）４）

2003年度（平成15年）から2008年度（平成20年）の

６年間に28学部が新設され、2021年度（令和３年）

では79学部、入学定員13,205人まで増加した。

　第13回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会

の「６年制課程薬学部の定員抑制について」５）では、「こ

れまで、大学の判断により自由に申請が可能であり、

学校教育法及び大学設置基準等の法令に適合していれ

ば原則として認可されてきたが、その原則を改め、抑

制方針をとることとし、速やかに制度化を進める必要
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がある。その場合、地域毎に薬剤師の偏在が指摘され

ていることを踏まえ、各都道府県の医療計画等におい

て、薬剤師不足など将来的に当該地域における人材養

成の必要性が示され、かつ、他の都道府県との比較に

おいて薬剤師の確保を図るべきであると判断できる等

の場合には、上記の例外として取り扱うことが適切で

ある。」との提言が公表された。

　第10回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討

会（令和３年６月16日）６）でも、「入学定員数の抑

制も含め教育の質の向上に資する、適正な定員規模

のあり方や仕組みなどを早急に検討すべきである」

と提言している。

薬剤師の需要に影響を与える要因

　平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金

「薬剤師の需給動向の予測および薬剤師の専門性確

保に必要な研修内容等に関する研究」（分担研究者：

長谷川洋一・名城大学薬学部教授）３）によると、薬

局・医療施設に従事する薬剤師は、全体の約８割を

占めており、需給推計に大きく影響することに加え、

近年では薬剤師に求められる役割が変化しているた

め、詳細な業務実態を把握した上で、今後の薬剤師

として必要となる業務に基づき推計することが必要

であると述べている。具体的には、以下の変動要因

があげられた。

　①将来の医療需要等

　　・処方箋枚数・投薬対象者数

　　・入院患者数（病床数）

　　・在宅患者数

　②薬剤師の業務の変化

　　・機械化等による業務の変化

　　・ICTを活用した業務の変化

　　・調剤補助者制度（著者追加）

　③薬剤師の勤務実態

　　・薬剤師の雇用形態（常勤・非常勤）

　　・年齢別、男女別の業務量

薬剤師偏在対策

　「第13回薬剤師の養成及び資質向上等に関する検

討会（令和５年３月29日）」では、都道府県ごとに

無作為抽出を行い、病院合計4,984件、薬局合計

3,948件のアンケート調査を基に薬剤師の偏在への

対応策として以下の５点が提言された（一部著者が

改変）７）。

①病院・薬局間の給与格差の実態

　65歳まで働くことを想定した場合、常勤の病院

薬剤師と薬局薬剤師との生涯年収の差額は病院薬

剤師の方が512万円高いという結果であった。し

かし、学生が就職先を選択する際に考慮する要素

の上位に「給与水準」があげられており、20代で

は薬局の給与が高いという病院・薬局間の給与格

差が病院への就職に影響していることが考えられ

る。従って、病院における対応策として、薬局に

近づくよう、年代別の給与水準の上昇率をなだら

かにし、生涯年収は変えずに20代、30代の給与水

準を高くすることが考えられる。

②就職前に就職先に関する情報提供を行うことに

よる効果

　就職前に就職後の「昇給ペース」、「業務内容・

やりがい」について知らない人ほど、就職後に転

職を考える人の割合が高くなる傾向がみられた。

このことから薬剤師の離職防止のために、昇給ペ

ース、業務内容・やりがいなどについて就職前に

十分に情報提供を行うことが望まれる。

③薬剤師のニーズを捉えた薬剤師確保策

　仕事面で、就職前に重視していた点の上位であ

げられた事項は、病院では業務内容・やりがい・

給与水準であるが、薬局では給与水準・通勤時間

の長さ・勤務時間の長さであるなど、病院・薬局

とで薬剤師が重視する事項は異なる。これらから

採用活動において病院・薬局ごとに薬剤師が重視

する事項の違いを踏まえ確保策を企画・運営する

ことが有用と言える。

④地方部や僻地で働く薬剤師を増やすための方策

　現在、各都道府県に従事する薬剤師のうち、都

道府県内に出身地がある人の割合は約６割であ

り、採用にあたっては都道府県内に出身地がある

人にアプローチが特に有用であると考えられる。

従事先と出身地・出身大学の関係を、関東地方な

どの地方別にみたところ、従事先と出身地が同じ

地方である割合は70％～ 90％と高く、従事先と

出身大学が同じ地方である割合は50％～ 80％で

ある地方が過半を占めた。このことから、薬剤師

確保に際し、自都道府県のみならず、同一地方に

出身地・出身大学がある人へアプローチをするこ

とが効果的と考えられる。

　地方部については91.4％、僻地については63.7

％の薬剤師が、条件によらず、また条件によって

は、これらの地域で勤務しても良いと考えていた。

都市部から地方部や僻地に移動した際の状況をみ

ると、「20代」という回答が最も高く、また移動

した時点で「単身世帯であった」人が44.0％で最

も高く、また都市部から地方部や僻地に勤務地を

移動した理由の最上位に「生活面」があげられた

ことを踏まえると、地方部や僻地で働く薬剤師を

増やすためには若い単身世帯の薬剤師をターゲッ

トとして、薬剤師が地域で居住する際の生活面を

重視した確保策を企画・運営することが有用と言

える。

⑤病院で働く薬剤師を増やすための方策

　年齢が高くなるに従い、薬局薬剤師において「い

ずれの条件でも勤務したくない」という薬剤師の

割合が高くなる傾向がみられたが、これは業態の

違いにより業務スキルが異なり、業態を超えて転
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職をする際に業務スキルを身に付ける際の障壁が

大きくなるためと考えられた。このことから、病

院で働く薬剤師を増やすためには20代～ 40代の

薬剤師をターゲットとして確保策を企画すること

が有用と言える。また勤務してもよいと考える条

件の最上位に給与面があげられていたものの、 仕

事面、生活面についても相応に高い割合で回答さ

れていたことから、給与面だけでなく仕事面、生

活面の条件を、求職する薬剤師にとって魅力的な

ものとすることや、求職する薬剤師の個人属性に

応じたアピールをすることで、病院で働く薬剤師

を増やすことにつながると考えられる。

　私立大学の学生において薬局に従事する割合が

高くなっていることから、私立大学の学生が病院

に従事することを促進する施策の検討が必要であ

ると考えられる。

　病院薬剤師の確保においては、医薬品関係企業

からの転職を検討している薬剤師の確保策を企

画・運営することも有用と考えられる。

これからの薬剤師業務と適正配置

　OECD Health Statistics 2021８）による人口当た

りの薬剤師数の国際比較を見ると日本はOECD平均

の約２倍の薬剤師がいることがわかる。しかし、そ

れにもにもかかわらず、病院、地方の薬剤師不足が

続いている。その原因は日本の薬剤師の業務内容に

あると考えられる。

　アメリカでは薬剤師のほかにファーマテクニシャ

ンがいて、ピッキング・薬剤調整・処方箋の受付な

どの薬事業務を担当し、薬剤師は処方監査や対人業

務に専念する体制である。

　しかし、わが国では医薬分業が進んだにもかかわ

らず、本来の目的である薬局薬剤師の対人業務の取

り組みが不十分である点が指摘されている。調剤の

部分だけを医師から切り離して薬局薬剤師にシフト

し、診療報酬による強力な誘導で医薬分業を推進し

たことに原因があると言われている。

　１日平均40枚の院外処方箋に薬剤師１人を薬局に

配置する省令については、院外処方箋１枚の調剤に

要する薬局薬剤師の業務時間が平均12分前後に達す

るとした厚生労働科学研究班「薬局・薬剤師の業務

実態の把握とそのあり方に関する調査研究」（研究

代表者：桐野豊元徳島文理大学学長）の報告９）に

基づくものである。

　第３回薬局薬剤師の業務及び薬局の機能に関する

ワーキンググループの調査では10）、処方箋１枚の処

理に要する時間は平均12分41秒で、そのうち薬歴確

認・処方箋監査と薬剤交付・服薬指導に要する時間

は５分55秒であった。ワークシェアリングで、調剤

助手の導入により、薬剤師本来の業務に特化すると

半分の時間で済むことになる。

　また、自動薬剤ピッキング装置、液剤調剤の水剤

分注機（正確な水剤計量）、一包化支援の自動分割

分包機、最終監査システム（薬剤の種類、数量を画

像等で監査）など、ICTやロボットの導入等により、

処方箋１枚あたりにかかる時間を短縮することがで

きる。仮に、50枚に緩和したなら２割の薬剤師が

薬局薬剤師から病院薬剤師への移行が可能になる。

図５　人口1,000人当たりの薬剤師数

出典：OECD Health Statistics 2021から作成
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ICTやロボットの導入には費用がかかるので小規模

薬局では限界があるので薬局の集約化の議論も同時

に必要になる。

　今後、高齢者の増加に伴い、多剤処方や一包化処

方が増加し、また服薬指導に時間がかかるなど薬剤

師の業務時間の拡大が危惧され、需給の改善は当分

見込まれないため、業務の見直しを早急に図る必要

があると考える。
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命を見つめるフォト＆エッセー
作品募集

　日本医師会では、病気やけがをした時の思い出、介護にまつわる経験、命の誕生にまつわる話、医師

や看護師との交流など、医療や介護に関するエピソードや、生命の輝きをとらえた写真を募集しています。

ぜひご応募ください。

＜概　　要＞

　 

　生命の尊さ、大切さを感じさせる作品を募集します。人間、動物、自然など被写体は自由です。学生の

みなさんが応募しやすいように「小中高生の部」も設けています。

　 

　病気やけがをした時の思い出、介護や生命の誕生にまつわる話、医師や看護師、患者さんとの交流など、

医療や介護に関するエピソード、お世話になった医師や看護師ら宛てに送ったという想定の「感謝の手紙」

などを募集します。小学生の部では生命を身近に感じたエピソードをテーマとします。身近な生き物に

まつわるエピソードも可能です。 

＜応募要項ほか＞

詳細は以下をご参照ください。

　　　　　　　　　　　https://jigyou.yomiuri.co.jp/photo-essay/

＜締め切り＞

2023年10月４日（水）必着

＜作品送付先＞

〒104-0061　東京都中央区銀座7-15-5 共同ビル3F 「生命を見つめるフォト＆エッセー」係 

＜お問い合わせ先＞

読売新聞東京本社 次世代事業部「生命を見つめるフォト＆エッセー」事務局 

Tel：03-3216-8598（平日10:00 ～ 17:00）

主催：日本医師会、読売新聞社　後援：厚生労働省、文部科学省

協賛：東京海上日動火災保険株式会社、東京海上日動あんしん生命保険株式会社

フォト部門

エッセー部門

公式ホームページ

生命を見つめるフォト＆エッセー 検索 

https://jigyou.yomiuri.co.jp/photo-essay/

